
（平成２２年２月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬厚生年金 事案 539 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が主張する平成２年９月８日に厚生年金保険被保険者

資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行った

ことが認められることから、申立期間について厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正し、申立期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円

とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年９月８日から２年９月８日まで 

    Ａ社に平成元年９月１日から２年９月８日までの期間勤めていたが、

厚生年金保険の被保険者資格喪失日が元年９月８日となっているので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録及び事業主の妻等の証言から、申立人は、申立期間

において、Ａ社に継続して勤務していたものと認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪

失日は平成元年９月８日となっているが、申立期間内である２年８月 27

日に算定基礎届に伴う処理が行われたことが確認できるとともに、同年

10 月１日付けの定時決定が同年 10 月２日に取り消され、同日に申立人の

当該喪失処理がなされている。これらの記録を前提とすると、申立人が元

年９月８日に被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が行ったとは考え

難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人が平成２年９月８日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に

対して行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所における平成元

年９月のオンライン記録から 12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 540 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（平

成 10 年１月 21 日）に係る記録を平成 10 年２月２日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 41 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

   基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

    住    所  ：  

                      

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 10 年１月 21 日から同年２月２日まで 

厚生年金保険の記録がＡ社（現在は、Ｂ社）、Ｃ社（現在は、Ｄ

社）、Ｅ社及びＦ社と記録されているが、昭和 57 年４月 30 日から現

在に至るまで職場が変わったことは無い。申立期間についても継続し

て勤務しており、給与支給明細書から厚生年金保険料が控除されてい

たことが確認できる。申立期間について厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与支給明細書、雇用保険の記録、事業所照

会の回答内容及び同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続して

勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の給与支給明細書

の厚生年金保険料控除額から、41 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて当該事業所は、申立人の申立てどおりの届出を行っていないことを認

めている上、Ｇ健康保険組合における申立人の健康保険被保険者資格喪失

日は平成 10 年１月 21 日となっており、同健康保険組合と社会保険事務所

（当時）の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、

事業主は同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保 

 



                      

  

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は還付した場合を含む）事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

 

群馬厚生年金 事案 541 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は申立人が主張する昭和 50 年 11 月 10 日に厚生年金保険被保険

者資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行っ

たことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 49 年 11 月から 50 年

10 月までの期間を 20 万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49 年 11 月 10 日から 50 年 11 月 10 日まで 

 社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）から同社の子会社へ出向となった前１年間の期間

が空白である旨の回答を受けた。当時の給与明細表を保有しており、そ

の間継続して勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る社員経歴台帳により、申立人はＡ社に

継続して勤務していたことが認められる上、申立人が保有している給与明

細表において、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが確認できる。 

また、当該事業所における申立人に係る厚生年金保険被保険者原票によ

ると、申立人は、昭和 49 年 11 月 10 日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失しているにもかかわらず、50 年 10 月に定時決定が行われ、かつ、健康

保険被保険者証を同年４月 11 日に再交付され、同年 11 月 26 日に返納督

促が行われたことが確認できることを踏まえると、申立人が 49 年 11 月

10 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失する旨の届出を事業主が行った

とは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 50 年 11 月 10 日

に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務

所（当時）に対して行ったことが認められる。 



                      

  

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険

被保険者原票により、昭和 49 年 11 月から 50 年 10 月までの期間を 20 万

円とすることが妥当である。 

 

 

 



群馬国民年金 事案 541  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年２月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月から 50 年３月まで 

申立期間の保険料は、母が納付してくれていた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間について、その母親が国民年金保険料を納付していた

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年６月に夫

婦連番で払い出されていることが確認でき、この時点では、申立期間の一

部の保険料は、時効により納付することができない上、ほかに保険料をさ

かのぼって納付した事情も見当たらず、当該申立期間中に申立人に対して

別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえない。 

また、申立人自身が国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ていないため、具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況等が不

明である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 



群馬国民年金 事案 542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年８月から 60年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年８月から 60 年２月まで 

申立期間当時は大学生だったが、20 歳になったので老後のことを考え、

父が加入手続及び国民年金保険料の納付を行ってくれた。申立期間が未

加入とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、申立人の父親が国民年金の加入手続を昭

和 57 年にＡ市役所の旧庁舎で行い、国民年金保険料を納付してくれていた

と主張しているが、同市役所の旧庁舎は、前年の 56 年に新庁舎に移転して

いる上、その父親は、申立期間当時納付した保険料額等の記憶が曖昧
あいまい

であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、昭和 63 年

12 月であり、その時点では申立期間の国民年金保険料は時効により納付す

ることができない上、申立期間中に申立人に対して別の手帳記号番号が払

い出された形跡はうかがえない。 

さらに、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 542 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年 10 月から 38 年５月 20 日まで 

    申立期間において夫がＡ社に勤めていたことは間違いない。同僚の人

たちには厚生年金保険の加入記録があるのに夫の記録が無いのは納得で

きない。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求 

めて行ったものである。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に勤めていたことは、申立人が保管する申立期間当時の写

真及び複数の同僚の証言により推認できるものの、期間の特定はできない。 

また、昭和 37 年８月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得している

３名の同僚が「自分は申立人より前の昭和 37 年２月ごろ入社したが、６

か月程度の試用期間があった」、「昭和 37 年６月に入社したが申立人は

自分より２か月ぐらい後に入社した」等の証言をしているところ、健康保

険厚生年金保険被保険者名簿によると、同年８月１日に前述の３名が資格

取得した後、39 年１月１日に別の３名が資格取得するまでに 17 か月間の

空白期間があることを踏まえると、当該事業所においては、すべての従業

員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがう

かがえる。 

さらに、当該事業所の後継会社に照会したところ「関連資料が保管され

ていないことから不明」としており、前述の被保険者名簿にも申立人の氏

名は見当たらず、申立期間において健康保険整理番号の欠番も無い。 

加えて、申立人は申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与 

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておら

ず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 543 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日  ：  昭和 12 年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 11 年５月１日から 13 年４月 30 日まで 

    Ａ社の事業主であったときの報酬月額は 26 万円ぐらいであったが、

平成 11 年５月から 13 年３月までの標準報酬月額が９万 8,000 円に引

き下げられているので、実際に支払われていた報酬月額に応じた標準

報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録及び商業登記簿謄本によると、申立人が代表取締役を務

めていたＡ社は、平成 13 年４月 30 日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっているところ、同日以降の同年６月８日付けで、申立期間に係る標準

報酬月額が当初 26 万円と記録されていたものが、９万 8,000 円に遡及
そきゅう

し

て減額訂正処理されていることが確認できる。 

一方、社会保険事務所（当時）が保管する滞納処分票により、申立期間

当時、当該事業所において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認で

きる上、申立人が多数回にわたり滞納保険料の処理について社会保険事務

所と折衝を重ねていることが認められる。 

また、被保険者資格喪失に伴う健康保険証の返納日が当該減額訂正処理

日と同日であることを踏まえると、当該資格喪失及び当該減額訂正の手続

は併せて行われたものと考えられることから、代表取締役である申立人の

一切の関与も無しに当該手続が行われた事情はうかがえず、申立人が当該

減額訂正処理に関与していないとは認め難い。 

なお、オンライン記録によると、申立人は、申立期間に係る減額訂正処

理に伴い、平成 11 年５月から特別支給の在職老齢年金を受給しているこ

とが確認できる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正



                      

  

に関与しながら、当該減額訂正処理が有効なものではないと主張すること

は信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 544 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月 30 日から同年６月１日まで 

    Ａ病院（現在は、医療法人Ｂ）に平成２年８月１日から３年５月 31

日まで勤務しており、資格喪失日が同年６月１日となるべきところ、

社会保険事務所（当時）の記録によると同年５月 30 日となっている。

人事の慣例からも不自然であるので、申立期間について厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間においてＡ病院に継続して勤務していたと申述して

いるが、申立人の同事業所における雇用保険の加入記録はオンライン記録

と一致している上、同事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失確認通知書の備考欄に平成３年５月 29 日退職、資格喪失年月

日欄に同年５月 30 日と記載されている。 

また、申立人は勤務日について、週に１回程度であり曜日については水

曜日であったと記憶しているところ、当該事業所の社会保険事務担当者は

「非常勤の医師も一般職員と同様に、最終勤務日を退職日とし、その翌日

を資格喪失日としている。退職日を月末まで引き延ばすことはしていない。

資格喪失月の保険料は控除していない」との証言をしており、平成３年５

月 29 日が水曜日であることから、同日が申立人の最終勤務日であったと

考えられ、事業主は同日を退職日とし、厚生年金保険法第 14 条（資格喪

失の時期）の規定に定められているとおり、その翌日を資格喪失日として

届け出ていたことが推認できる。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料控除の事実が確認でき

る給与明細書等の資料を保有しておらず、このほか、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

    



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 545 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年６月１日から 38 年３月 19 日まで 

Ａ郵便局に臨時補充員として勤務した期間について、オンライン記録

では、厚生年金保険の加入記録が無い。当時の源泉徴収票によると社会

保険料が控除されており、他の郵便局で臨時補充員だった同僚は、厚生

年金保険の加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において臨時補充員としてＡ郵便局に勤務していた

ことは、事業主から提出された在職証明書により認められる。 

しかしながら、Ａ郵便局及び源泉徴収票の発行元であるＢ郵便局が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、それぞれ平成６年８月１日及び昭和

45 年４月１日であることから、申立期間当時、適用事業所としての記録

が確認できない上、申立人が記憶しているＡ郵便局に勤務した複数の同僚

も被保険者としての記録が無い。 

また、申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについて照会したところ、

事業主は不明と回答しており、Ｃ共済組合は、｢臨時補充員について、厚

生年金保険に加入させるか否かは、勤務先郵便局の判断にゆだねられてい

た｣と回答している。 

さらに、申立人が保管する｢昭和 37 年分給与所得の源泉徴収票｣による

と、社会保険料控除額は 1,850 円と記載されていることが確認できるもの

の、申立人の受けた給与から算出した当該給与に相当する社会保険料（健

康保険料及び厚生年金保険料）約 6,700 円と比べて、著しく低額であるこ

と、並びに、申立人及びＡ郵便局に勤務した複数の同僚は、｢臨時補充員

期間中は、役場から交付された手帳に事業所で証紙を貼付していた｣と申

述していることを踏まえると、申立期間当時、同事業所に臨時補充員とし

て勤務した者は、日雇労働者として厚生年金保険とは一体性の無い日雇健



                      

  

康保険印紙代を控除されていた可能性が高いものと考えられ、申立人の受

けた給与に相当する健康保険印紙代は、前述の源泉徴収票により確認でき

る社会保険料控除額とおおむね一致することから、当該社会保険料控除額

が厚生年金保険料であるとは考え難い。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料控除の事実を確認でき

る給与明細書等の資料を保有しておらず、このほか、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 546 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月ごろから 46 年４月１日まで 

 Ａ社Ｂ支店に２年ほど勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社Ｂ支店に営業販売員として勤務していたことは、期間の特

定はできないものの、申立人の具体的な申述内容及び同僚の証言により推

認できる。 

しかしながら、Ａ社は「営業販売員はすべて委任契約であり、社員とし

て取り扱っていなかった。成績が優秀であった者を厚生年金保険に加入さ

せた時期もあったが、すべての営業販売員を昭和 44 年３月 21 日以降は社

会保険に加入させていない」と回答しているところ、同社Ｂ支店に昭和

42 年 12 月から 46 年３月までの期間勤務していた元上司は「私は厚生年

金保険に加入していたが、途中から厚生年金保険に加入することができな

くなった」旨の証言をしており、事実、同社同支店に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿においても、当該元上司は 44 年３月 21 日に被保険者

資格を喪失していることが確認できるほか、申立人が記憶している複数の

営業販売員の加入記録も無い。 

また、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料控除の事実を確認できる

給与明細書等の資料を保有しておらず、このほか、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 547 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年１月ごろから同年９月ごろまで 

Ａ社に勤務していた平成４年１月ごろから同年９月ごろまでの期間に

おける厚生年金保険の加入期間について照会したところ、被保険者とし

て記録が無い旨の回答を受けた。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、Ａ社に勤務していたと申述しているが、申

立人が記憶する同僚を特定することができないため証言が得られない上、

雇用保険の加入記録も確認できないことから、申立人が同社に勤務してい

たことを推認できない。 

また、オンライン記録によると、当該事業所は厚生年金保険の適用事業

所として確認できないほか、同事業所は既に閉鎖し、事業主も死亡してい

るため証言が得られず、申立てに係る事実について確認することができな

い。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、その記憶も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


